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平成２４年１月２４日 

 

各 位 

会 社 名 株式会社日立ハイテクノロジーズ 
代 表 者 執行役社長 久田 佐男 
本社所在地 東京都港区西新橋一丁目２４番１４号 
コード番号 ８０３６（東証・大証第一部） 
問い合せ先 コーポレート・コミュニケーション部 部長 

加藤 弘之（電話：０３－３５０４－５１３８） 

 

 

グループ会社の合併および商号変更に関するお知らせ 
 

当社は平成２３年１２月２０日開催の取締役会において、１００％子会社である株式会社日

立ハイテクトレーディング（以下、日立ハイテクトレーディング）と株式会社日立ハイテクソ

リューションズ（以下、現 日立ハイテクソリューションズ）を合併することを決定し、本日

開催の執行役常務会で合併後の会社の社名を株式会社日立ハイテクソリューションズ（存続会

社は日立ハイテクトレーディング）とすることを決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．合併の目的 

日立ハイテクトレーディングは、工業計測、制御用計装、工場自動化システムおよびコンピュ

ータ応用総合自動化システムの企画設計、エンジニアリングならびにソフトウェアの開発および

販売を主力事業としています。また、現 日立ハイテクソリューションズは、電子計算機、情報処

理機器、分析計測機器にかかわるソフトウェアの開発および販売を主力事業としています。 

 

今回、平成２４年４月１日付で両社を発展的に統合し、新社名を「株式会社日立ハイテクソ

リューションズ」として発足します。この統合により、日立ハイテクトレーディングの持つハ

ード（計装事業・装置事業）と現 日立ハイテクソリューションズのソフト開発力を融合し、

新たなソリューションビジネスを創生し、当社グループ一丸となって、中期経営計画および

CS11（注）の達成と、お客様へのさらなる価値提供を目指していきます。 

 

（注）当社は昨年１０月に中期経営計画ならびに長期経営戦略（Corporate Strategy 2011,CS11）を発表 

しました。その中で、当社グループのコアコンピタンスである「事業創造力」において、「ハードと 

ソフトの融合によるハイテクソリューションの創生」を一つの目指すべきビジネスモデルと位置付け 

ています。 
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２．合併の要旨 

（１）合併の日程（予定）： 

合併契約書締結 平成２４年１月２７日 

合併の予定日（効力発生日） 平成２４年４月１日 

 

（２）合併方式：日立ハイテクトレーディングを存続会社とする吸収合併方式とし、 

現 日立ハイテクソリューションズは解散します。 

 

（３）新社名 ：株式会社日立ハイテクソリューションズ 

 

３．合併当事会社の概要（平成２３年１２月３１日現在） 

（１）商号 株式会社日立ハイテクトレーデ

ィング 

株式会社日立ハイテクソリュー

ションズ 

（２）事業内容 工業計測、制御用計装、工場自動

化システムおよびコンピュータ

応用総合自動化システムの企画

設計、エンジニアリングならびに

ソフトウェアの開発および販売、

ほか 

電子計算機、情報処理機器、分析

計測機器にかかわるソフトウェ

アの開発および販売、ほか 

（３）設立年月日 昭和６２年１０月１日 昭和５８年１０月１日 

（４）本店所在地 東京都港区西新橋１-２４-１４ 神奈川県川崎市幸区堀川町５８０ 

（５）代表者の役職・氏名 取締役社長 梅田 順丈 取締役社長 兒玉 隆一郎 

（６）資本金 ４億円 １億円 

（７）発行済株式数 ８,０００株 ２,０００株 

（８）純資産 ５２億１３百万円 １３億２２百万円 

（９）総資産 １４７億１５百万円 ４１億４８百万円 

（10）決算期 ３月末日 ３月末日 

（11）従業員数 ２４０名 ３７７名 

（12）大株主および持株比率 株式会社日立ハイテクノロジーズ

(１００％) 

株式会社日立ハイテクノロジーズ

(１００％) 

 

４．合併後の状況（数値は平成２４年４月１日予想） 

（１）商号 株式会社日立ハイテクソリューションズ 

（２）事業内容 工業計測、制御用計装、情報処理機器、分析計測機器、工場自動化

システムおよび情報処理機器応用総合自動化システムの企画設計、

エンジニアリングならびにソフトウェアの開発および販売、ほか 

（３）合併期日 平成２４年４月１日 

（４）本店所在地 東京都港区西新橋１-２４-１４ 

（５）代表者の役職・氏名 未定 

（６）資本金 ４億円 

（７）総資産 １６６億円 

（８）決算期 ３月末日 
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（９）従業員数 ５３２名 

（10）大株主および持株比率 株式会社日立ハイテクノロジーズ（１００％） 

 

５．今後の見通し 

本合併と同日付で、日立ハイテクトレーディングの電子デバイス事業を、同じく１００％子会

社である株式会社日立ハイテクマテリアルズに吸収分割を行います。 

これらによる当社業績に与える影響は軽微です。 

以 上 


